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料に記載する事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。
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業務の適正を確保するための体制

NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社（以下、NXHDという。）およびNXグループにおける取締役の
職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、その他業務の適正を確保するための体制と
して、取締役会において決議した事項は、つぎのとおりであります。

（１）取締役および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① NXHDの取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款「取締役会規程」および「取締役
会付議基準」の定めるところに従い、グループ全体に影響を及ぼす重要事項を決定するとともに、業務執
行を監督する。取締役の職務の執行に関する監督機能の維持・強化のために社外取締役を選任する。
② NXHDの代表取締役をはじめ各取締役は、「取締役会規程」および「取締役会付議基準」の定めるとこ
ろに従い、職務の執行状況ほか重要な事項について、取締役会に報告する。
③ NXHDの監査役は、取締役の職務の執行が、法令および定款等に基づき適正に行われているかについ
て、「監査役会規程」および「監査役監査基準」の定めるところに従い監査を行う。
④ NXHDの取締役、執行役員および従業員（以下、「役職員」という。）は、グループ共通の理念である
「NXグループ企業理念」、法令、定款その他の社内規則および社会通念などを遵守した行動をとるための
規範としての「NXグループ行動憲章」に沿って行動し、これに基づき業務執行する。
⑤ 役職員のコンプライアンスを徹底するために、「コンプライアンス委員会」を設置するとともに、コン
プライアンス推進部門を定め、「NXグループコンプライアンス規程」、「NXグループ贈収賄防止規程」、
「NXグループ競争法遵守規程」等の必要な規程を定め、グループ全体の適法かつ公正な企業活動を支える
コンプライアンス体制を推進する。
⑥ 役職員の法令等の違反および不正行為、その他の企業倫理に違反する行為を防止もしくは、早期に発見
して是正するために、内部通報制度「NXスピークアップ」を定める。
⑦ NXHDの内部監査部門は、役職員の職務の執行が、法令、定款等に基づき適正に行われているかについ
て、「NXグループ監査規程」の定めるところに従い監査を行う。

（２）反社会的勢力排除に向けた基本方針および整備の状況
① NXHDおよび子会社は、反社会勢力や団体との一切の取引を許さない業務運営を図ることが、企業の社
会的責務であることを十分に認識し、社会的正義を実践すべく、毅然とした態度で臨む。
② 反社会的勢力とあらゆる関係を遮断する基本方針は、「NXグループ行動憲章」、「NXグループコンプラ
イアンス規程」に明文化し、役職員がその基本方針を順守するよう教育体制を構築する。
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③ また、リスク管理部門、法務部門等の対応部署を設け、平素から、専門機関等からの情報収集を行うと
ともに、反社会的勢力を排除すべく、社内に向けて対応方法等の周知を図る。事案の発生時に備え、反社
会的勢力への資金提供は絶対に行わない確固たる方針のもと、関係行政機関や顧問弁護士、その他外部の
専門機関と密に連携し、速やかに対処できる体制を構築する。

（３）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役会議事録、経営・執行役員会議議事録等の業務執行に関わる重要な書類、および取締役の職務の執行

に係る文書その他の情報（電磁的記録を含む。）については、「文書規程」の定めるところに従い、適正に保存
および廃棄等の管理を行うとともに、NXHDの取締役、監査役は、必要に際しこれらの書類を閲覧することが
できる。

（４）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 企業経営に重要な影響を及ぼすリスクの未然防止および、万一発生する非常事態への迅速かつ的確な対
応を可能とするリスクマネジメント体制の確立のため、リスク統括部門を定める。NXグループにおいて
は、リスク発生の抑制および発現時の被害最小限化に向けた予防的活動をリスク管理、発現したリスクへ
の対処を危機管理と定義し、これらを統合的に管理する体制を整備する。
② リスク管理については、NXグループを取巻くリスクを認識し、その影響を事前に回避もしくは事後に
最小化する対策を講じるために、「リスク管理規程」を定めるとともに、「リスクマネジメント委員会」を
設置する。「リスクマネジメント委員会」では、企業経営に重要な影響を及ぼすリスクを特定するととも
に、各リスクにおける担当部門を定め、子会社と連携のうえ対策を検討し、リスク発現の予防に取組む。
リスク対策の状況について、子会社および担当部門から報告を受け確認するとともに、定期的に取締役会
へ報告する。
③ 危機管理については、損失のリスクが発現した場合に備え、非常事態への迅速かつ的確な対応を可能と
する危機管理体制の確立のため、「危機管理規程」を定めるとともに、「危機管理委員会」を設置する。発
現する危機の種類により、子会社からの報告基準を定めるとともに、「災害対策」、「感染症対策」など、
重要な危機ごとの会議体を設置し、平時においても有事発生時の事業継続に必要な対策を検討するととも
に、発生時には速やかに対策本部を設立し、対応する。
④ 情報システムに関わるリスクについては、情報セキュリティ戦略部門を定めるとともに「システムリス
ク対策委員会」を設置し、情報セキュリティリスクに対する対策を協議する。セキュリティインシデント
が発現した場合は、危機管理委員会と連携のうえ、その対応にあたる。
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⑤ NXHDの内部監査部門は、経営上発生する損失の危険を防止するため、「NXグループ監査規程」の定め
るところに従い、リスク管理体制および危機管理体制の対応状況について監査するとともに、指導、助
言、勧告を行う。

（５）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は、「取締役会規程」および「取締役会付議基準」の定めるところに従い開催し、重要な業務
執行について決議を行うとともに、取締役の職務執行を監督する。
② 迅速な意思決定と取締役会の監督機能の強化を目的に、執行役員制を導入し、会社の業務の執行は、取
締役会で決議した事項に基づき、取締役会にて選任し担当職務を委嘱した「執行役員」が行い、取締役会
がこれを監督する。
③ 業務執行については、経営・執行役員会議を設置し、グループ経営における重要な事項を協議するとと
もに、個別の業務執行事項については、業務の執行を担う執行役員に最大限委任する。委任事項について
は「職務権限規程」「決裁権限表」等にて明確に定める。
④ グループ経営における重要事項のうち、サステナビリティ戦略については「サステナビリティ推進委員
会」、M＆A戦略については「投資委員会」を設置し、これら専門委員会において協議、必要な報告等を行
う。また、重要な方針等の制定や重要なM＆Aの実施に関しては、NXHD取締役会へ議案上程のうえ、決
定するとともに、その進捗については定期的に取締役会へ報告する。

（６）NXHDならびにNXHDおよびグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① NXHDは子会社管理にあたり、「NXグループ企業理念」を共通理念として定め、その理念を体現するた
めにグループ従業員、共通の行動指針としての「NXグループ行動憲章」、その理念に基づく長期ビジョン
達成に向けた経営戦略である「NXグループ経営計画」を定める。これらの経営方針に沿って具体的に子
会社管理を行うために、「NXグループガバナンス規程」および各グループ規程を定め、子会社が遵守すべ
き事項を明確にする。
② 子会社の取締役および代表者は、当社が定める「NXグループガバナンス規程」および「グループ決裁
権限表」その他グループ規程等に従い、会社経営に係る重要な事項について、管理業務を担当する当社の
部署に対し報告を行う。
③ 子会社に係る様々なリスクに対処するため、NXHDのリスク統括部門は、グループのリスクマネジメン
ト体制を整備するとともに、子会社は管理業務を担当するNXHDの部署と連携を図り、リスク管理を行
う。また、危機管理については、損失のリスクが現実化した場合に備え、非常事態への迅速かつ的確な対
応を可能とする危機管理体制の確立のため、「NXグループ危機管理規程」を定めるとともに、「危機管理
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委員会」を設置する。平時においても有事発生時の事業継続に必要な対策を検討するとともに、発生時に
は、速やかに対策本部を設立し、損失リスクに関係するNXHDおよび子会社の関係部門が協力し、対応す
る。情報セキュリティに関するリスクについては、情報セキュリティ戦略部門を定めるとともに、「シス
テムリスク対策委員会」を設置し、子会社の情報セキュリティ部門と連携し、システムリスク管理体制を
構築する。セキュリティインシデントが発現した場合は、危機管理委員会と連携のうえ、その対応にあた
る。
④ NXグループの事業については、子会社である事業会社が推進し、NXHDの代表取締役社長がこれらの
グループ事業を統括する。NXHDの代表取締役社長は、取締役会からの委任の範囲において、子会社が事
業を遂行する責任と権限を委任するとともに、「NXグループガバナンス規程」「グループ決裁権限表」等
にてこれを定める。子会社のうち、特定の地域、もしくは特定の事業を統括する会社を統括会社とし、統
括会社は、「NXグループ経営計画」に基づき統括する地域、もしくは事業に関する事業計画を策定し、傘
下の子会社を束ね、その達成に向け取組む。子会社は、これらの方針に沿って事業を推進するとともに、
取締役会を設置し取締役会の責任と役割を明確にした取締役会規程を備え、職務を執行する。NXHDから
子会社の取締役会へ派遣される非常勤取締役は、これら子会社の職務執行を監督する。子会社の代表およ
び担当取締役は、事業計画の推進状況、内部統制およびリスク管理体制の整備状況等を取締役会にて報告
するとともに、NXHDの代表取締役社長および担当部門へ定期的に報告する。
⑤ 子会社の業務の遂行にあたっては、「NXグループ行動憲章」をグループ共通の行動指針として定め、子
会社の役職員はこれに従い行動し、これに基づき業務を執行する。法令および社会道徳・倫理等の社会的
規範ならびに社内規程等に基づき、健全・透明・公正な事業活動を行うため、NXHDのコンプライアンス
推進部門は、「NXグループコンプライアンス規程」、「NXグループ贈収賄防止規程」、「NXグループ競争法
遵守規程」等の規程を定め、子会社のコンプライアンス推進部門はこれに従い、子会社の事業特性、地域
性等を考慮した実効性のあるコンプライアンス体制を構築するとともに、その有効性の確認のため、必要
な点検、監督を行う。
⑥ 子会社における法令等の違反および不正行為、その他の企業倫理に違反する行為を防止もしくは、早期
に発見して是正するために、NXHDはグループ内部通報制度「NXスピークアップ」を定め、子会社の役
職員が利用できる内部通報窓口を設置する体制を整備し、コンプライアンスの実効性を高める。
⑦ NXHDの監査役は、連結経営の視点ならびに連結計算書類に関する職務遂行のため、子会社に対して監
査職務を遂行する。
⑧ NXHDの監査役は、NXHDと子会社等との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、子
会社の監査役等と連携し、情報交換を行い、効率的な監査を実施するよう努める。
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⑨ NXHDの内部監査部門は、子会社における業務の運営が、法令、定款等に基づき適正に行われているか
について、「グループ監査規程」の定めるところに従い監査するとともに、指導、助言、勧告を行う。

（７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該
使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
NXHDの監査役の職務の補助に関する事項については、監査役の指示に従い、内部監査部門である内部

監査室の「監査役スタッフ」が行う。

（８）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
「監査役スタッフ」の人事については、監査役会の事前の同意を得ることとする。

（９）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、当社の子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員
及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社監査役に報告するための体制並びに当該報告をした者
が、当該報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
NXHDの取締役および子会社の取締役、監査役等は、以下の事項について、直接または管理業務を担当

するNXHDの部署を通じて遅滞なくNXHDの監査役に報告する。また、これらの報告をした者が、当該
報告を理由として不利な取扱いを受けないよう、法令等を遵守する。
① 経営上の重要な事項、内部監査の実施状況
② 職務執行に関して重大な法令、定款違反もしくは不正行為の事実
③ 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① NXHDの監査役は、取締役会に出席するほか、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握する
ため、経営・執行役員会議その他会社の重要な会議に出席する。また、当該会議に出席しない場合には、
監査役は、審議事項についての説明を受け、関係資料を閲覧する。
② NXHDの監査役および監査役会は、代表取締役と定期的に会合をもち、経営方針、会社が対処すべき課
題、会社を取り巻くリスクのほか、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交
換し、相互認識と信頼関係を深めるよう努める。
③ NXHDの監査役は、「監査役に回付すべき重要書類」の規程に基づき、主要な稟議書その他業務執行に
関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役、執行役員または従業員に対し、その説明を求めるとと
もに意見を述べる。
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④ NXHDの監査役は、内部監査室および会計監査人との連携を図り、監査の有効性を向上させる。
⑤ NXHDの監査役が必要と認めるときは、監査役の監査を支える弁護士、公認会計士、コンサルタント、
その他外部の専門家を活用することができ、その費用は会社が負担する。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、その他業務の適正を確保するた
めの体制の運用状況の概要は、つぎのとおりであります。

（１）コンプライアンスに関する取組み
コンプライアンスへの取組みについては、ＮＸグループのコンプライアンスの推進を図るために、社長を委員

長とするコンプライアンス委員会を設置しております。コンプライアンス委員会では、社内・社外に設置した通
報窓口で受付けた内部通報について全件報告を受け、内容分析や対応方針、体制の運用状況等についての検証を
行い、担当執行役員が取締役会に対し、コンプライアンス委員会における実施状況を報告しております。
（２）リスクマネジメントに関する取組み
リスクマネジメントへの取組みについては、ＮＸグループのリスクマネジメント体制の推進を図るために、社

長を委員長とするリスクマネジメント委員会を設置しております。リスクマネジメント委員会では、ＮＸグルー
プ各社におけるリスクとリスク対応計画の策定を推進し、リスク対応実施状況についてモニタリングを行ってお
ります。また、担当執行役員が取締役会に対し、リスクマネジメント委員会における実施状況を報告しておりま
す。
（３）内部監査に関する取組み
内部監査への取組みについては、内部監査部門を設置し、国内子会社および海外子会社等への内部監査を行う

とともに、金融商品取引法に基づく財務報告に係る事項については、J-SOXに関する内部監査を実施しておりま
す。「ＮＸグループ監査規程」に沿って、業務の適正な執行を図り、経営効率の向上並びに業務の効率・改善に
資することを目的に、独立して客観的なアシュアランスおよびアドバイザリー活動を行っております。海外内部
監査においては、各海外リージョンを統括する子会社に当社管轄の監査人を配置し、体制を強化するとともに、
監査部門の役割、機能、レポートラインを明確にしております。また、J-SOXに関する内部監査については、
「財務報告の信頼性に係る内部統制」の運用状況を監査し、内部統制の有効性の評価並びに内部統制報告制度に
則った手続きを行っております。内部監査の実施状況、監査結果については、担当執行役員が取締役会に対し、
報告しております。
（４）監査役の監査に関する取組み
監査役は、取締役会のほか重要な会議に出席し、重要な意思決定の過程および職務の執行状況を把握するとと

もに、監査を行うにあたって収集した情報に不足がある場合は、常勤監査役が中心となり、取締役や関連する部
門に対して、説明や必要とする情報、資料の提供を求めております。また、代表取締役と定期的に会合をもち、
経営方針、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスクのほか、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要
課題等について意見を述べております。
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連結持分変動計算書 （2023年１月１日から2023年12月31日まで） （単位：百万円）
親会社の所有者に帰属する持分

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式

その他の資本の構成要素
その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資

産

在外営業活
動体の換算
差額

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の純変動の
有効部分

期 首 残 高 70,175 22,928 598,423 △10,604 46,676 30,480 10
当 期 利 益
又は当期損失（△） 37,050
その他の包括利益 － － － 11,019 19,668 △13

当 期 包 括 利 益 37,050 11,019 19,668 △13
自己株式の取得 △10,017
自己株式の処分 △0 79
配 当 金 △26,694
株式に基づく報酬取引 △88
子会社に対する所有者
持 分 の 変 動 427 0
その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

25,757 △15,681

所有者との取引額合計 － 338 △936 △9,938 △15,681 － －
期 末 残 高 70,175 23,267 634,536 △20,542 42,014 50,149 △3

― 8 ―



親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計確定給付制度
の再測定

持分法適用
会社における
その他の包括
利益に対する
持分

合計

期 首 残 高 － △1,577 75,590 756,513 22,636 779,150
当 期 利 益
又は当期損失（△） － 37,050 △1,938 35,111
その他の包括利益 10,075 2,041 42,792 42,792 621 43,413

当 期 包 括 利 益 10,075 2,041 42,792 79,842 △1,316 78,525
自己株式の取得 － △10,017 △10,017
自己株式の処分 － 79 79
配 当 金 － △26,694 △549 △27,243
株式に基づく報酬取引 － △88 △88
子会社に対する所有者
持 分 の 変 動 － 427 △3,026 △2,598
その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振 替

△10,075 △25,757 － － －

所有者との取引額合計 △10,075 － △25,757 △36,293 △3,576 △39,869
期 末 残 高 － 464 92,625 800,062 17,743 817,806
（注）記載金額は、百万円未満切り捨てにより表示しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結計算書類の作成基準

当社の連結計算書類は会社計算規則第120条第1項の規定により、国際会計基準（以下、IFRS）に準拠
して作成しています。ただし、同項後段の規定に準拠して、IFRSにより要請される記載および注記の一部
を省略しています。

２．連結の範囲に関する事項
Ａ．子会社 264社

主要な連結子会社の名称は、「事業報告 １．会社の現況に関する事項 (６)重要な子会社等の状況」に
記載しております。
また、新規設立によりNXグローバルイノベーション投資事業組合以下2社を、株式取得によりTramo
SA以下19社を当連結会計年度より連結の範囲に含めております。一方、清算により日通京都運輸株式
会社以下10社を、合併によりテキスタイルロジスティクス株式会社を、連結の範囲から除外しておりま
す。

３．持分法の適用に関する事項
Ａ．持分法適用会社

関連会社 名鉄運輸株式会社以下54社

４．会計方針に関する事項
Ａ．重要な資産の評価基準及び評価方法
（1）金融商品
① 金融資産（デリバティブを除く）
（ⅰ）当初認識及び測定

当社グループは、営業債権及びその他の債権を発生日に当初認識しており、その他の金融資産
は当該金融資産の契約の当事者となった取引日に当初認識しております。
当初認識時において、すべての金融資産は公正価値で測定しておりますが、純損益を通じて公
正価値で測定する金融資産に分類されない場合は、当該公正価値に金融資産の取得に直接帰属す
る取引コストを加算した金額で測定しています。純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の
取引費用は、純損益に認識しています。

― 10 ―



（ⅱ）分類
（a）償却原価で測定する金融資産

以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しています。
・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有するこ
とを目的とする事業モデルの中で保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシ
ュ・フローが所定の日に生じる。

（b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産
以下の要件をともに満たす場合には、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性

金融資産に分類しています。
・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成
される事業モデルの中で保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシ
ュ・フローが所定の日に生じる。

（c）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産
当初認識時に、公正価値の変動をその他の包括利益を通じて認識すると指定した資本性金融

資産については、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に分類してい
ます。

（d）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
上記以外の金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類してい

ます。
（ⅲ）事後測定
（a）償却原価で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価で測定しており、利息
発生額は連結損益計算書の金融収益に含めています。

（b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産に係る公正価値の変動額
は、減損利得又は減損損失及び為替差損益を除き、当該金融資産の認識の中止が行われるま
で、その他の包括利益として認識しています。当該金融資産の認識の中止が行われる場合、
過去に認識したその他の包括利益は純損益に振り替えています。
・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に係る公正価値の変動額
は、その他の包括利益として認識しています。当該金融資産の認識の中止が行われる場合、
又は公正価値が著しく下落した場合、過去に認識したその他の包括利益は利益剰余金に直接
振り替えています。なお、当該金融資産からの配当金については純損益として認識していま
す。
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（c）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産については、当初認識後は公正価値で測定し、

その変動額は純損益として認識しています。
（ⅳ）金融資産の減損

当社グループは、償却原価で測定する金融資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定
する負債性金融資産に係る予想信用損失に対して貸倒引当金を認識しており、当社グループは、
期末日ごとに、当該資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大したかどうかを評価して
います。
金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商品に

係る貸倒引当金を12ヶ月の予想信用損失と同額で測定しています。一方で、金融商品に係る信
用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融商品に係る貸倒引当金を全期
間の予想信用損失と同額で測定しています。
ただし、営業債権等に係る貸倒引当金については、上記に関わらず、常に貸倒引当金を全期間

の予想信用損失と同額で測定しています。
予想信用損失は、次のものを反映する方法で見積っています。
・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
・貨幣の時間価値
・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、期末日において過大なコ
ストや労力を掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報

金融資産に係る貸倒引当金の繰入額又は貸倒引当金を減額する場合における貸倒引当金の戻入
額は、純損益で認識しています。
なお、当該金融資産について回収不能であると判断した場合には、帳簿価額を貸倒引当金と相

殺して直接減額しております。
（ⅴ）認識の中止

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、
または当社グループが金融資産を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとん
どすべてを移転する場合に金融資産の認識を中止しています。

② 金融負債（デリバティブを除く）
当社グループは、当社グループが発行した負債性金融商品をその発行日に当初認識しており、その他

の金融負債は全て当社グループが当該金融商品の契約の当事者となった取引日に認識しております。
当社グループの金融負債は償却原価で測定する金融負債であり、当初認識においては、公正価値から

直接帰属する取引費用を控除した額で測定しており、当初認識後の再測定においては、実効金利法によ
り測定しております。
また、金融負債は、契約上の義務が免責、取消、又は失効した場合に認識を中止しております。
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③ デリバティブ及びヘッジ会計
当社グループは、為替変動リスクや金利変動リスクをそれぞれヘッジする目的で、為替予約、金利ス
ワップ等を利用しております。
当社グループは、ヘッジ開始時に、ヘッジ対象とヘッジ手段の関係並びにヘッジに関するリスク管理
目的及び戦略について、指定及び文書化を行っております。当該文書は、ヘッジ関係、リスク管理目的
及びヘッジの実行に関する戦略並びにヘッジの有効性の評価を含んでおります。
これらのヘッジは、公正価値又はキャッシュ・フローの変動を相殺する上で非常に有効であることが

見込まれますが、ヘッジ期間中にわたり実際に非常に有効であったか否かを判断するために、継続的に
評価しております。
デリバティブは公正価値で当初認識しております。また、当初認識後は公正価値で測定し、その事後
的な変動は以下のとおり処理しております。
（ⅰ）キャッシュ・フロー・ヘッジ

ヘッジ手段に係る利得及び損失のうちヘッジが有効である部分については、公正価値の変動額
をその他の包括利益に認識し、ヘッジ対象のキャッシュ・フローが純損益に影響を与えた時点で
ヘッジ対象と共に純損益に認識しております。
ヘッジが有効でない部分については、公正価値の変動額を純損益に認識しております。
ヘッジ手段が失効、売却、終結又は行使された場合、ヘッジ関係が適格要件を満たさなくな

った場合及びヘッジ指定を取り消した場合には、ヘッジ会計を中止しております。
ヘッジ会計を中止した場合、当社グループは、すでにその他の包括利益で認識したキャッシ

ュ・フロー・ヘッジに係るその他の包括利益の残高を、予定取引が純損益に影響を与えるまで引
き続き計上しております。
予定取引の発生が予想されなくなった場合には、キャッシュ・フロー・ヘッジに係るその他

の包括利益の残高は、直ちに純損益として認識しております。
（ⅱ）ヘッジ指定されていないデリバティブ

デリバティブの公正価値の変動は純損益として認識しております。
④ 金融資産及び金融負債の相殺
金融資産及び金融負債は、認識された金額を相殺する法的強制力のある権利を有し、純額で決済する
か、又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している場合には、相殺して連結財政状態
計算書に純額で表示しています。
⑤ 金融商品の公正価値
期末日現在で活発な金融市場において取引されている金融商品の公正価値は、市場における公表価格

またはディーラー価格を参照しており、活発な市場が存在しない金融商品の公正価値は、適切な評価技
法を使用して算定しております。
⑥ 金融収益及び金融費用
金融収益は、受取利息、受取配当金及びデリバティブ利益（その他の包括利益として認識されるヘッ

ジ手段に係る利益を除く）等から構成されております。受取利息は、実効金利法を用いて発生時に認識

― 13 ―



しております。
金融費用は、支払利息及びデリバティブ損失（その他の包括利益として認識されるヘッジ手段に係る

損失を除く）等から構成されております。
（2）棚卸資産

棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定し、原価の算定にあたっては平均
法を使用しております。
棚卸資産の取得原価は主に購入原価であり、また、正味実現可能価額は、通常の営業過程における見

積売価から、見積原価及び販売に要する見積費用を控除して算定しております。
（3）のれん

企業結合において、取得対価が識別可能取得資産及び引受負債の純額を超過する場合、連結財政状態
計算書においてのれんとして計上しております。のれんは償却せず、取得原価から減損損失累計額を控
除した金額で計上しております。また、減損テストについては、毎年かつ減損の兆候が存在する場合は
その都度、実施しております。

（4）非金融資産の減損
当社グループは、棚卸資産、繰延税金資産、売却目的で保有する非流動資産及び従業員給付から生じ

る資産を除く非金融資産について期末日現在において減損の兆候の有無の判定を行い、何らかの兆候が
存在する場合（または毎年減損テストが要求されている場合）、その資産の回収可能価額を見積ってお
ります。個々の資産について回収可能価額を見積ることができない場合には、その資産の属する資金生
成単位ごとに回収可能価額を見積っており、資金生成単位は、他の資産又は資産グループのキャッシ
ュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資産グループとしておりま
す。回収可能価額は、資産又は資金生成単位の処分コスト控除後の公正価値とその使用価値のうち高い
方の金額で算定しております。資産または資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超える場合は、そ
の資産について減損を認識し、回収可能価額まで帳簿価額を減額しております。
また、使用価値の評価における見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間価値に関する現在の市場

評価及び当該資産に固有のリスク等を反映した税引前割引率を使用して、現在価値まで割り引いており
ます。処分コスト控除後の公正価値の算定にあたっては、利用可能な公正価値指標に裏付けられた適切
な評価モデルを使用しております。
のれん以外の資産に関しては、過年度に認識された減損損失について、その回収可能価額の算定に使

用した想定事項に変更が生じた場合等、損失の減少又は消滅の可能性を示す兆候が存在しているかどう
かについて評価を行っております。そのような兆候が存在する場合は、当該資産又は資金生成単位の回
収可能価額の見積りを行い、その回収可能価額が、資産または資金生成単位の帳簿価額を超える場合、
算定した回収可能価額と過年度で減損損失が認識されていなかった場合の減価償却控除後の帳簿価額と
のいずれか低い方を上限として、減損損失を戻し入れております。
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Ｂ．重要な減価償却資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

有形固定資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計
額を控除した額で計上しています。取得原価には、資産の取得に直接付随する費用、解体・除去及び土
地の原状回復費用を含めています。
土地及び建設仮勘定以外の有形固定資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法

で計上しています。
主要な有形固定資産の見積耐用年数は以下のとおりです。
「車両運搬具」 ４～9年
「建物」及び「構築物」 ３～50年
「機械及び装置」、「工具、器具及び備品」及び「船舶」 ２～20年
見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、連結会計年度末に見直しを行い、変更があった場合

には会計上の見積変更として将来に向かって適用しています。
（2）投資不動産

投資不動産は、賃貸収益又は資本増価、もしくはその両方を目的として保有する不動産であります。
投資不動産の測定においては、有形固定資産に準じて原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累

計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しております。
土地以外の各資産の減価償却費は、有形固定資産に準じた見積耐用年数にわたって、定額法により算

定しております。
投資不動産とそれ以外の部分との区分処理が不可能な場合には、自己使用部分の重要性が低い場合に

限り、全体を投資不動産として処理しております。
（3）無形資産

無形資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除
した額で計上しています。
個別に取得した無形資産は当初認識時に取得原価で測定しています。企業結合で取得した無形資産

は、のれんとは区分して認識し、取得日の公正価値で測定しています。自己創設の無形資産について
は、資産化の要件を満たす開発費用を除き、その支出額はすべて発生した期の費用として認識しており
ます。
耐用年数を確定できる無形資産は、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法で償却しています。
主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりです。
「ソフトウェア」 ５～10年

見積耐用年数及び償却方法は、各連結会計年度末に見直しを行い、変更があった場合には会計上の見
積変更として将来に向かって適用しています。

（4）使用権資産
当社グループは、契約時に特定された資産の使用を支配する権利が一定期間にわたって対価と交換に
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移転する場合には、当該契約はリースであるか又はリースを含んでいると判定しております。
リース期間は、延長オプションの対象期間（当社グループが当該オプションを行使することが合理的

に確実である場合）、解約オプションの対象期間（当社グループが解約オプションを行使しないことが
合理的に確実である場合）を考慮して決定しております。

Ｃ．重要な引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的または推定的債務を負っており、当該

債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の金額につい
て信頼性のある見積りができる場合に認識しております。
引当金として認識した金額は期末日における現在の債務を決済するために要する支出に関して、リスク

及び不確実性を考慮に入れた最善の見積りであります。貨幣の時間価値の影響が重要な場合には、引当金
は債務の決済に必要と見込まれる支出の現在価値で測定しております。
Ｄ．収益及び費用の計上基準
(1) 収益の計上基準
① 収益の認識方法（5ステップアプローチ）
当社グループは、以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ1：顧客との契約を識別する。
ステップ2：契約における履行義務を識別する。
ステップ3：取引価格を算定する。
ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。
当社グループは、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを識別し、これを取引単位とし
て履行義務を識別しています。
履行義務の識別にあたっては、本人か代理人かの検討を行い、自らの履行義務の性質が特定された

財又はサービスを移転する前に支配し自ら提供する履行義務である場合には、本人として収益を対価
の総額で連結損益計算書に表示しており、特定された財又はサービスが他の当事者によって提供され
るように手配する履行義務である場合には、代理人として収益を手数料又は報酬の額若しくは対価の
純額で連結損益計算書に表示しています。
取引価格は約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社グループが権利を得ると見込んで

いる対価の金額であり、当社グループが第三者のために回収する額を除いています。また、顧客から
の取引の対価は、財又はサービスを顧客に移転する時点から概ね1年以内に受領しており、重要な金
融要素は含んでいません。
② 主な取引における収益の認識
・一時点での収益の認識（物流サポート事業）

当社グループは、物流サポート事業において石油等の販売を行っていますが、受渡時点において顧
客が当該財に対する支配を獲得し、当社グループの履行義務（財の受渡）が充足されると判断し、収
益を認識しています。当社グループが代理人として行う財の販売についても、受渡時点において顧客
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が当該財に対する支配を獲得し、当社グループの履行義務（財の受渡に関する手配）が充足されると
判断し、収益を認識しています。
・一定期間にわたる収益の認識（全セグメント）

当社グループは、鉄道取扱、自動車運送、航空運送及び海運等によるロジスティクス事業、警備
輸送並びに工事請負契約に基づく重量品建設事業を行っています。ロジスティクス事業及び警備

輸送事業においては、輸送期間の経過に伴い荷物は発地点から着地点に移動・近接し顧客はその便益
を享受できることから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、輸送期間に応じた進捗
度に基づき収益を認識しています。また、重量品建設事業においては、一定の期間にわたり履行義務
が充足されると判断し、建設プロジェクトの見積総原価に対する期末日までの発生原価の割合で履行
義務の充足に係る進捗度を測定する方法に基づいて収益を認識しています。

Ｅ．従業員給付
（1）退職後給付

当社グループは、従業員の退職後給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を運営しております。
① 確定給付型制度

確定給付制度については、確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤
務費用を、予測単位積増方式を用いて制度ごとに個別に算定しております。割引率は、将来の給付
支払見込日までの期間に対応した期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。
確定給付制度債務の現在価値と制度資産の公正価値との純額を、負債又は資産として計上しており
ます。ただし、確定給付制度が積立超過である場合は、確定給付資産の純額は、制度からの返還ま
たは制度への将来掛金の減額の形で利用可能な経済的便益の現在価値を資産上限額としておりま
す。
確定給付制度の当期勤務費用及び確定給付負債（資産）の純額に係る利息の純額は純損益として

認識しております。確定給付制度の再測定額は、発生した期に一括してその他の包括利益で認識
し、直ちに利益剰余金に振り替えております。過去勤務費用は、発生時に純損益として認識してお
ります。

② 確定拠出型制度
確定拠出型の退職給付に係る費用は、拠出した時点で費用として認識しております。

（2）短期従業員給付
短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で純損益として

認識しています。賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的もしくは推定的な債務を有
し、信頼性のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額を負債と
して認識しています。

（3）その他の長期従業員給付
褒賞制度に対する債務は、従業員が過年度及び当年度に提供したサービスの対価として獲得した将来

給付の見積額を現在価値に割引いて算定しています。
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Ｆ．外貨換算
（1）外貨建取引の換算

当社グループの各社の財務諸表は、その企業の機能通貨で作成しています。機能通貨以外の通貨(外
貨)での取引については、取引日の為替レートで換算しています。
外貨建貨幣性項目は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しています。外貨建非貨幣性項目は、取

得原価で測定するものは取引日の為替レートで、公正価値で測定するものは当該公正価値の算定日の為
替レートで機能通貨に換算しています。
換算又は決済により生じる為替換算差額は、純損益として認識しています。ただし、その他の包括利

益を通じて測定する金融資産及びキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる為替換算差額は、その他の包
括利益として認識しています。

（2）在外営業活動体の換算
在外営業活動体の資産及び負債は、期末日の為替レートで日本円に換算しています。収益及び費用

は、期中平均為替レートで日本円に換算しています。在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる換算
差額は、その他の包括利益として認識しています。在外営業活動体を処分した場合には、その累積換算
差額は処分した期間の純損益として認識しています。

Ｇ．グローバル・ミニマム課税制度の取扱い
令和5年度税制改正において、グローバル・ミニマム課税に対応する法人税が創設され、それに係る

規定（以下「グローバル・ミニマム課税制度」という。）を含めた税制改正法（「所得税法等の一部を改
正する法律」（令和5年法律第3号））が2023年3月28日に成立しました。グローバル・ミニマム課税制
度は 2024年1月1日以後開始する連結会計年度より適用されます。同制度により、実効税率が15％に
満たない子会社の利益にトップアップ税金が課され、当社がその支払い義務を負うこととなる予定で
す。
当連結会計年度においてはグローバル・ミニマム課税制度の適用開始前であることから、同制度に基
づく法人所得税費用は計上しておりません。また、IAS第12号の例外規定により、グローバル・ミニマ
ム課税制度に関連する繰延税金資産および繰延税金負債の認識及び開示は行っておりません。
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（会計上の見積りに関する注記）
１．非金融資産の減損

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した項目であって、翌連結会計年度の
当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおりです。

(単位：百万円)
当連結会計年度

有形固定資産 535,583
のれん及び無形資産 73,561
使用権資産 354,021
減損損失 8,266

上記には、連結子会社である日本通運株式会社の医薬品事業に係る事業用資産14,602百万円（有形固
定資産・無形資産1,163百万円及び使用権資産13,439百万円）並びに減損損失3,163百万円が含まれてい
ます。当該事業については、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっていること等から減損の
兆候があると判断し、減損テストを実施しました。減損テストの結果、処分コスト控除後の公正価値を回
収可能価額とし、当該事業の事業用資産の回収可能価額が帳簿価額を下回ったことから、減損損失を計上
しております。
また、連結子会社であるNX・NPロジスティクス株式会社に係る事業用資産47,427百万円（有形固定

資産・無形資産8,823百万円及び使用権資産38,604百万円）並びに減損損失5,102百万円が含まれていま
す。同社ののれんを含む資金生成単位に係る年度の減損テストにおいては、処分コスト控除後の公正価値
を回収可能価額とし、当該回収可能価額がのれんを含む資産の帳簿価額を下回ったことから、減損損失を
計上しております。
これら非金融資産の評価及び減損に係る見積りの算出方法については「（連結計算書類作成のための基

本となる重要な事項に関する注記）４．会計方針に関する事項Ａ．重要な資産の評価基準及び評価方法
（4）非金融資産の減損」をご参照ください。
回収可能価額の見積りは、将来キャッシュ・フロー、割引率、永久成長率、公正価値等に関する多くの

仮定及びデータに基づき実施しております。当社グループは、これら会計上の見積りは合理的であると判
断しておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等によって、仮定及びデータ等の見直しが必要になっ
た場合、翌連結会計年度の連結計算書類における減損損失の追加計上として当社グループの財政状態及び
経営成績に重要な影響を与える可能性があります。
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（連結財政状態計算書に関する注記）
１．担保に供している資産

現金及び現金同等物 10百万円
有形固定資産 1,366百万円
上記のほか、その他の金融資産309百万円を物上担保に供しております。

２．担保付債務
営業債務及びその他の債務 7百万円
社債及び借入金（流動） 36百万円
社債及び借入金（非流動） 201百万円

３．資産から直接控除した貸倒引当金 4,716百万円
４．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 751,502百万円
投資不動産の減価償却累計額及び減損損失累計額 64,964百万円
無形資産の償却累計額及び減損損失累計額 87,327百万円
使用権資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 213,486百万円

５．保証債務 675百万円

（連結持分変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 90,599,225株

２．配当に関する事項
Ａ．配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年3月3日
取締役会 普通株式 13,390 150.00 2022年12月31日 2023年３月13日

2023年8月9日
取締役会 普通株式 13,304 150.00 2023年６月30日 2023年９月5日

（注1） 2023年3月3日取締役会決議による「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社
株式に対する配当金16百万円が含まれております。

（注2） 2023年8月9日取締役会決議による「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社
株式に対する配当金14百万円が含まれております。

― 20 ―



Ｂ．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年3月1日
取締役会 普通株式 13,205 150.00 2023年12月31日 2024年3月12日

（注1）「配当金の総額」には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対する配当金14百万円が含まれ
ております。

（収益認識に関する注記）
１．収益の分解

当社グループは、ロジスティクス事業、警備輸送事業、重量品建設事業及び物流サポート事業を営んで
おり、当社グループの収益を各事業に分解した情報は下記のとおりです。

(単位：百万円)

ロジスティクス 警備輸送 重量品建設 物流サポート

一時点で移転される財
(注1) ー ー ー 296,391

一定期間にわたり移転
されるサービス 1,784,929 67,230 50,767 5,757

顧客との契約から認識
した収益 1,784,929 67,230 50,767 302,148

その他の源泉から認識
した収益 28,244 204 281 5,209

合計 1,813,173 67,434 51,049 307,358
(注1) 一時点で移転される財には、石油等販売による売上が含まれております。

2. 収益を理解するための基礎となる情報
「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）、４．会計方針に関する事項、Ｄ．
収益及び費用の計上基準、(1)収益の計上基準」に記載の通りです。
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3. 当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
Ａ．契約残高
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は以下の通りです。

(単位：百万円)
当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 365,044
契約資産 12,161
契約負債 4,533
連結財政状態計算書において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は「営業債権及びその
他の債権」に含まれており、契約負債は、「その他の流動負債」に含まれています。また、期首時点
の契約負債7,163百万円は当連結会計年度の収益として計上されています。

Ｂ．残存履行義務に配分した取引金額
当連結会計年度末において未充足（または部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の総額及
び将来充足する予想期間別の内訳は以下のとおりです。主に重量品建設事業の建設プロジェクトにおける
未充足の履行義務に係る取引金額です。
なお、個別の予想契約期間が1年以内の取引は含みません。

(単位：百万円)
当連結会計年度末

1年以内 1,484
1年超 202

合計 1,686

（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項
Ａ．資本管理

当社グループは企業価値を最大化するために、財務基盤の健全性を確保しながら、成長投資及び安定的
な株主還元のバランスを取ることを基本方針としています。
当社グループは、資本のうち親会社の所有者に帰属する持分の金額を自己資本と定義しています。
なお、当社グループが適用を受ける重要な資本規制はありません。

Ｂ．財務リスクの管理
当社グループは事業活動を行ううえで、財務上のリスク（信用リスク、流動性リスク、市場リスク等）
に晒されており、当該リスクを回避又は低減するため、一定の方針に基づくリスク管理を行っています。
デリバティブは、これらのリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針です。
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(1) 信用リスク
信用リスクは、保有する金融資産の相手方が債務を履行できなくなることにより、当社グループが

財務的損失を被るリスクです。当社グループは主に営業債権について、主要な取引先の状況を定期的
にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると共に、財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っており、その全部又は一部について回収ができない、または、回収が極
めて困難であると判断された場合には債務不履行とみなしております。また、デリバティブ取引の利
用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信用度の高い金融機関等とのみ取
引を行っております。
連結財政状態計算書に表示されている金融資産の減損後の帳簿価額は、当社グループの金融資産の
信用リスクに対するエクスポージャーの最大値であります。
営業債権及びその他の債権等に係る当社グループの信用リスクエクスポージャーは、次のとおりで

あります。営業債権及びその他の債権等については、回収可能性や信用リスクの著しい増加等を考慮
して、将来の予想信用損失を測定して、貸倒引当金を計上しております。信用リスクが著しく増加し
ているか否かについては、債務不履行発生リスクの変動により評価しております。そのために、取引
相手先の財務状況、過去の貸倒損失計上実績、過去の期日経過情報などを考慮して判断しております。
営業債権及びその他の債権に係る貸倒引当金は、常に全期間の予想信用損失に等しい金額で測定して
おり、取引内容や取引規模に応じ、全期間の予想信用損失を個別に測定する場合と集合的に測定する
場合があります。営業債権の見積将来キャッシュ・フローに不利な影響を与える、以下のような一つ
又は複数の事象が発生している場合には、信用減損した営業債権として個別債権ごとに予想信用損失
を測定しております。当社グループでは、特定の取引先に信用リスクが集中していることはありませ
ん。
・債務者の重大な財政的困難
・債務不履行又は期日経過などの契約違反
・債務者が破産又は他の財務上の再編を行う可能性が高くなったこと
(2)流動性リスク
流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の弁済義務を履行できなくなるリスクで

あります。
現在及び将来の事業活動のための適切な水準の流動性の維持及び機動的・効率的な資金の確保を財

務活動の重要な方針としております。当社グループは、事業活動における資本効率の最適化を図るた
めに、当社グループ内の資金の管理を当社に集中させることを推進しております。
(3)市場リスク
①為替変動リスク
当社グループは、グローバルに事業展開を行っており、外貨建取引を実施していることから、当該
取引より発生する外貨建の債権債務について、為替変動リスクに晒されています。
当社グループは、通貨別に把握された為替変動のリスクを軽減するため、資金事務手続規程におけ
るデリバティブ取扱要領に従い、主に為替予約を利用してヘッジをしています。
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②金利変動リスク
当社グループは変動金利の借入金を有しており、金利の変動により将来のキャッシュ・フローが変
動するリスクに晒されています。
③資本性金融商品の価格変動リスク
当社グループは、事業上の関係等を有する企業の上場株式を保有しており、資本性金融商品の価格
変動リスクに晒されています。
当社グループは、上場株式については、定期的に公正価値や発行体（取引先企業）の財務状況等を
把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。

２. 金融商品の公正価値等に関する事項
2023年12月31日（当連結会計年度末）における帳簿価額、公正価値及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、短期間で決済されるために公正価値が帳簿価額に近似する金融商品である現
金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、その他の金融資産、営業債務及びその他の債務、社債及
び借入金（流動。ただし、1年内返済予定の長期借入金を除く）並びにその他金融負債（流動）については
注記を省略しております。

(単位：百万円)
帳簿価額(注1) 公正価値(注1) 差額

Ａ． 社債 (129,753) (128,439) △1,314
Ｂ． 長期借入金 (136,982) (136,308) △674
(注1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

Ａ．社債
当社の発行する社債の公正価値は、市場価格（売買参考統計値）に基づき算定しており、レベル2の公
正価値に分類しております。なお、１年以内に償還予定の社債を含めた金額を記載しております。
Ｂ．長期借入金
長期借入金の公正価値については、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の将来キャッシュ・フロ
ーを市場金利に当社のスプレッドを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル2の
公正価値に分類しております。なお、１年以内に返済予定の長期借入金を含めた金額を記載しておりま
す。

３. 金融商品の公正価値のレベルごとの内訳等に関する事項
Ａ．公正価値ヒエラルキー
金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりです。
レベル1：活発な市場における公表価格により測定した公正価値
レベル2：レベル1以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを使用して測定した公正価値
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レベル3：観察不能なインプットを含む評価技法を用いて測定した公正価値
Ｂ．公正価値で測定する金融商品
公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりです。
公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は連結会計年度末において認識しております。なお、当連結会
計年度において、レベル1、2及び3の間の振替が行われた重要な金融商品はありません。
当連結会計年度末（2023年12月31日）

（単位：百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 当連結会計年度末

金融資産
株式 48,594 365 28,671 77,631
出資金 － 17 3,018 3,036
デリバティブ資産 － 42 － 42

合計 48,594 425 31,690 80,710
金融負債
デリバティブ負債 － 36 － 36

合計 － 36 － 36

レベル3に分類した金融商品の期首残高から期末残高への調整表は以下のとおりです。

（単位：百万円）
当連結会計年度

（自 2023年1月1日
至 2023年12月31日）

期首残高 28,621
利得及び損失
純損益 △8
その他の包括利益(注1) 2,700
購入 651
売却・処分 △140
その他 △133
期末残高 31,690
(注1)その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、報告日時点のその他の包括利益を通じて公正価値
で測定する資本性金融資産に関するものであります。
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（投資不動産に関する注記）
１．増減表

投資不動産の取得原価、減価償却累計額及び減損損失累計額、帳簿価額の明細は、以下のとおりです。

（単位：百万円）
当連結会計年度末

（2023年12月31日）

取得原価 133,494
減価償却累計額及び減損損失累計額 △ 64,964
帳簿価額 68,529

投資不動産の期中増減の明細は、以下のとおりです。
（単位：百万円）

帳簿価額
当連結会計年度

（自 2023年1月1日
至 2023年12月31日）

期首残高 70,759
取得 465
振替 5,080
減価償却費 △ 6,436
処分 △ 1,359
その他 20
期末残高 68,529
振替は、主として棚卸資産及び自己使用不動産への振替並びにそれらからの振替であります。

２．公正価値
投資不動産の公正価値は、以下のとおりです。

（単位：百万円）
当連結会計年度末

（2023年12月31日）
公正価値 258,644
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投資不動産の公正価値は、主要な物件につきましては不動産鑑定士による不動産調査報告書に基づく金額
であります。
投資不動産の公正価値のヒエラルキーはレベル3であります。

３．投資不動産からの収益及び費用
投資不動産からの賃貸料収益及びそれに伴って発生する直接営業費は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
当連結会計年度

（自 2023年 1月 1日
至 2023年12月31日）

賃貸料収益 21,918
賃貸料収益を生み出した
投資不動産から生じた直接営業費 10,270

賃貸料収益を生み出さなかった
投資不動産から生じた直接営業費 19

賃貸料収益は、連結損益計算書の「売上収益」に含めております。
直接営業費は、賃貸料収益に付随して発生した直接費用であり、連結損益計算書の「売上原価」、「販売費

及び一般管理費」に含めております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり親会社所有者帰属持分 9,097円87銭
２．基本的１株当たり当期利益 418円58銭
(注1)役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、「１株当たり親会社所有者帰属持分」の算定上、期末発行 済

株式総数から控除しております。また、「基本的１株当たり当期利益」の算定上、期中平均株式数の計算
において控除する自己株式に含めております。
なお、信託が保有する当社株式は、当連結会計年度末においては96千株、当連結会計年度における期中平
均自己株式数は98千株です。

（重要な後発事象に関する注記）
（cargo-partner社の取得）

当社は、2023年5月12日に締結したCargo-Partner Group Holding AG並びにその子会社であるMulti
Transport und Logistik Holding AG、Safer Overseas Transport Holding GmbH、Cargo-Partner
GND GmbH及びCARGO-PARTNER US HOLDINGS INC.の5社（以下、「売主」という。）との株式譲渡
契約に基づき、当社の欧州持株子会社NIPPON EXPRESS EUROPE GmbHの完全子会社である特別目的
会社を通じて、売主が中東欧を主たる拠点として世界各地でロジスティクスサービスを展開する複数の子会
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社（以下、「cargo-partner社」という。）の全株式を2024年1月4日（オーストリア時間）に取得し、子会
社化の手続きを完了しました。
なお、企業結合の当初の会計処理が完了していないため、取得した資産及び負債の公正価値等については
開示しておりません。
（1）被取得企業の名称及びその事業内容並びに取得した議決権付資本持分の割合

被取得企業は59社（売主の完全子会社でない会社を含む）から構成されますが、主な被取得企業の名称
及びその事業の内容並びに取得した議決権付資本持分の割合について記載いたします。

被取得企業の名称 主な事業の内容 取得した議決権付
資本持分の割合

cargo-partner Logistics Limited フレイトフォワー
ディング 100.0％

Cargo Partner International Logistics (China)
Co., Ltd. 同上 100.0％

cargo-partner GmbH 同上 100.0％
cargo-partner Hungária Fuvarszervezési
Korlátolt Felelősségű Társaság 同上 100.0％

cargo-partner Spedycja Sp. z o.o. 同上 100.0％

cargo-partner SR, s.r.o. 同上 100.0％

cargo-partner, d.o.o. 同上 100.0％

cargo-partner ČR s.r.o. 同上 100.0％

cargo-partner Expeditii s.r.l 同上 100.0％

Cargo Partner Network Inc. 同上 100.0％

CARGO PARTNER LOGISTICS INDIA PVT LTD. 同上 100.0％

（2）企業結合を行った主な理由等
cargo-partner社はオーストリアに本拠地を置き、欧州における産業集積地として注目が高まる中東欧
地域に強固な物流事業基盤を有しております。また、航空・海運フォワーディング事業を中心に、鉄道・
トラック輸送のほか、コントラクトロジスティクス事業を欧州、アジア、北米で展開し、高い評価を得て
いる企業グループです。
cargo-partner社の子会社化により、欧州域内の生産拠点として今後の成長が見込まれる中東欧地域の
ロジスティクス基盤を補完し、当社グループのグローバルネットワークの更なる拡大と欧州地域における
提供サービスを拡充することができると考えています。また、海運・航空貨物の取扱量拡大によりグロー
バル市場における競争力を強化するとともに、グローバルに展開するお客様のさまざまな要望に応え、特
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にアジアと欧州を結ぶロジスティクス需要への対応力とグローバルアカウント体制を増強することができ
ると考えています。さらに、互いに異なる顧客基盤と国・地域の強みを持つことから、相互補完によるロ
ジスティクス事業のシナジー創出を目指し、グローバル事業の拡大、発展を加速させることができると考
えています。

（3）取得日
2024年1月4日

（4）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
被取得企業の普通株式 845百万ユーロ
本件取引完了時の対象会社の純有利子負債や運転資本等に係る調整を行い、実際の取得価額を確定しま

す。この他、被取得企業の業績が株式譲渡契約において規定された一定の財務指標を達成することを条件
（アーンアウト）として、売主に対して最大555百万ユーロが現金で支払われます。
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株主資本等変動計算書（2023年１月１日から2023年12月31日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 70,175 26,908 250,235 277,143 60,389 60,389 △10,604 397,103

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △26,694 △26,694 △26,694

当 期 純 利 益 49,793 49,793 49,793

自 己 株 式 の 取 得 △10,017 △10,017

自 己 株 式 の 処 分 △0 △0 △0 △0 79 79

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － △0 △0 23,099 23,099 △9,938 13,161

当 期 末 残 高 70,175 26,908 250,235 277,143 83,488 83,488 △20,542 410,264

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 32,650 32,650 429,753

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △26,694

当 期 純 利 益 49,793

自 己 株 式 の 取 得 △10,017

自 己 株 式 の 処 分 79

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △6,846 △6,846 △6,846

当 期 変 動 額 合 計 △6,846 △6,846 6,314

当 期 末 残 高 25,803 25,803 436,068

（注）記載金額は、百万円未満切り捨てにより表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
Ａ．子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。
Ｂ．その他有価証券
（1）市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法によっており、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法によっております。

（2）市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
Ａ．有形固定資産

定額法によっております。
Ｂ．無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準
Ａ．賞与引当金

従業員の賞与に備えるため、支給見込額の期間対応額を引当計上しております。
Ｂ．役員株式給付引当金

業績連動型株式報酬制度における株式交付規程に基づく当社の取締役等への当社株式の交付等に備え
るため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社は、純粋持株会社として、主に子会社からのグループ経営運営料、ブランド使用料、及び配当金を収

益に計上しております。グループ経営運営料については、子会社との間で取り決めた経営運営契約に基づ
き、子会社に対し経営運営・指導を行っており、また、ブランド使用料については、子会社との間で取り決
めたブランド使用許諾契約に基づき、グループとしての一体感、グループとしての価値を最大化することに
寄与する「ＮＸ」ブランドの使用許諾を与えており、いずれも契約期間にわたり均しく提供されることか
ら、時の経過によって測定される履行義務の充足に伴い、収益を認識しております。また、配当金について
は、配当金の効力発生日をもって収益を認識しております。
５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
Ａ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費
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税等は発生事業年度の期間費用としております。

（会計方針の変更に関する注記）
１．時価の算定に関する会計基準の適用

当社は、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日。
以下「時価算定会計基準適用指針という」。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわた
って適用することとしました。なお、この適用による計算書類への影響は軽微であります。

（表示方法の変更に関する注記）
１．損益計算書
Ａ．支払利息

「支払利息」は、前事業年度まで営業外費用の「雑支出」に含めて表示しておりましたが、当事業年度
において営業外費用の100分の10を超えたため、区分掲記しております。なお、前事業年度の営業外費用
の「雑支出」に含まれている「支払利息」は、3,636千円であります。
Ｂ．関係会社株式評価損

「関係会社株式評価損」は、前事業年度まで特別損失の「投資有価証券評価損」に含めて表示しており
ましたが、表示上の明瞭性を高めるため、当事業年度から区分掲記しております。なお、前事業年度の特
別損失の「投資有価証券評価損」に含まれている「関係会社株式評価損」は1,064百万円であります。

（会計上の見積りに関する注記）
1．関係会社の評価
Ａ．当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 428,354百万円
関係会社出資金 141,034 〃
関係会社株式評価損 11,443 〃

上記の内、ＮＸ・ＮＰロジスティクス株式会社の金額
関係会社株式 9,685百万円
関係会社株式評価損 11,338 〃

Ｂ．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社は、市場価額のない関係会社株式等については、当該関係会社等の財政状況の悪化により実質価額

が著しく低下した時には、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、関係会社株式等
について評価損を認識しております。
当社の関係会社であるＮＸ・ＮＰロジスティクス株式会社については、同社の１株当たり純資産額を上

回る価額で取得されているため、超過収益力等を加味した当該株式の実質価額と取得原価を比較し、実質
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価額の著しい下落の有無を検討しております。
当事業年度において、連結注記表に記載の通り、ＮＸ・ＮＰロジスティクス株式会社に係るのれん及び

事業用資産の減損損失を計上しており、当該株式の評価においても、超過収益力等を加味した同社株式の
実質価額は著しく下落したと判断し、同社における固定資産の減損損失が反映された純資産を当該株式の
実質価額として、当該株式に係る評価損を計上しています。
ＮＸ・ＮＰロジスティクス株式会社の実質価格の見積りは、連結計算書類における同社に係るのれん及

び事業用資産の減損テストの結果が反映されたものになることから、その見積りの内容については、連結
注記表に記載しております。

（貸借対照表等に関する注記）
１．保証債務 166百万円
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 （区分掲記したものを除く）

短期金銭債権 6,554百万円
短期金銭債務 1,783 〃

（損益計算書に関する注記）
１．ブランドシンボル変更費用

当社グループは、新たにグループブランドシンボルを導入したことに伴い、看板や車両等のマーキングな
どの主要な制作物を順次取り換えており、当該取り換え費用等をブランドシンボル変更費用として特別損失
に計上しております。
２．関係会社との取引高

営業収益 72,446百万円
販売費及び一般管理費 3,744 〃
営業取引以外の取引 673 〃
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の数 2,659,642株
（注） 上記の株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式96,519株を含めております。

（金融商品に関する注記）
連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産

賞与引当金計上額 86 百万円
未払事業税 245 〃
投資有価証券評価損 357 〃
関係会社株式評価損 3,979 〃
子会社株式の投資簿価修正 920 〃
その他 126 〃
繰延税金資産小計 5,715 〃
評価性引当額 △5,359 〃
繰延税金資産合計 355 〃

2．繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △10,984 百万円
繰延税金負債合計 △10,984 〃

繰延税金資産 355 百万円
繰延税金負債 △10,984 〃
繰延税金負債の純額 △10,628 〃

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する

場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）に従って、法人税及
び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（注１） 科目 期末残高

子会社 日本通運(株) 直接100％ 経営管理
役員の兼任

経営運営料の受取
（注2） 4,970 営業未収入金 1,447

ブランド使用料の
受取（注3） 8,011 営業未収入金 1,081

業務委託料の支払 121 未払金 11
出向者人件費の
支払（注4） 3,773 未払金 607

子会社 NXキャピタ
ル(株) 直接100％ 資金の貸付

資金の借入
資金の貸付
資金の借入
（注5）

66,441 関係会社
短期貸付金 －

223 関係会社
短期借入金 8,485

60,000 関係会社
長期借入金 60,000

子会社 NX欧州㈲ 直接100％ 役員の兼任 増資の引受
（注6）（注7） 119,178 － －

子会社
LeLaR Fü

nfundsechzigste
Beteiligungs
GmbH

間接100％ 資金の貸付 資金の貸付
（注7）（注8） 14,977 関係会社

短期貸付金 14,926

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
（注2） 経営運営料については、グループ内取引を除いた連結消去後の外部売上高及び純資産に料率を乗じて

徴収額を決定しております。
（注3） ブランド使用料については、グループ内取引を除いた連結消去後の外部売上高に料率を乗じて徴収額

を決定しております。
（注4） 出向者人件費については、協議のうえ合理的に決定しております。
（注5） グループ内資金の効率化を図ることを目的としたＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）の

取引によるものです。当該関係会社との間で資金の貸借を日次で行っているため、関係会社短期貸付
金及び関係会社短期借入金の取引金額には期中平均残高を記載しております。また、長期借入金の取
引金額は当期の新規借入金額を記載しております。金利については、市場金利を勘案して合理的に決
定しております。

（注6） 増資の引受についてはＮＸ欧州㈲が行った増資を引き受けたものです。
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（注7） 増資の引受及び資金の貸付については、2023年5月12日に締結したCargo-Partner Group Holding
AG並びにその子会社との株式譲渡契約に基づく子会社化のための資金拠出となります。詳細は連結計
算書類（重要な後発事象に関する注記）を参照してください。

（注8） 金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 4,958円 72銭
２．１株当たり当期純利益 562円 54銭
（注） 役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式を、「1株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数か

ら控除しております。また、「1株当たり当期純利益」算定上、期中平均株式数の計算において控除す
る自己株式に含めております。
なお、信託が保有する当社株式は、当事業年度末においては96千株、当事業年度における期中平均自
己株式数は98千株です。
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